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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヒドロキシル基を含まない芳香族化合物をアルキル化する方法であって、（ａ）プロピ
レンを酸性イオン液体触媒の存在下でオリゴマー化して、炭素数がＣ12乃至Ｃ70の範囲に
あるプロピレンオリゴマーを合成すること、及び（ｂ）少なくとも一種のヒドロキシル非
含有芳香族化合物を、酸性イオン液体触媒の存在下で、上記プロピレンオリゴマーと反応
させることを含む方法。
【請求項２】
　少なくとも一種の芳香族化合物が、未置換芳香族化合物、一置換芳香族化合物および二
置換芳香族化合物から選ばれる請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも一種の芳香族化合物が、ベンゼン、トルエン、メタ－キシレン、パラ－キシ
レン、オルト－キシレンおよびそれらの混合物から選ばれる請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　少なくとも一種の芳香族化合物がトルエンまたはオルト－キシレンである請求項３に記
載の方法。
【請求項５】
　アルキル化反応またはプロピレンオリゴマー化の何れかで用いる酸性イオン液体触媒が
、独立に、第一成分と第二成分を含み、該第一成分が、ハロゲン化アルミニウム、ハロゲ
ン化アルキルアルミニウム、ハロゲン化ガリウムおよびハロゲン化アルキルガリウムから
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なる群より選ばれる化合物を含み、そして該第二成分が、アンモニウム塩、ホスホニウム
塩またはスルホニウム塩から選ばれる有機塩またはそれらの混合物を含んでいる請求項１
に記載の方法。
【請求項６】
　酸性イオン液体触媒が更にブレンステッド酸を含んでいる請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　ブレンステッド酸が、塩酸、臭化水素酸、トリフルオロメタンスルホン酸、安息香酸、
パラ－トルエンスルホン酸又は硫酸からなる請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　ブレンステッド酸が塩酸である請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　第一成分が、ハロゲン化アルミニウムまたはハロゲン化アルキルアルミニウムである請
求項５に記載の方法。
【請求項１０】
　第一成分が三塩化アルミニウムである請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　該第二成分が、炭化水素置換アンモニウムハライド、炭化水素置換イミダゾリウムハラ
イド、炭化水素置換ピリジニウムハライド、アルキレン置換ピリジニウムジハライドまた
は炭化水素置換ホスホニウムハライドのうちの一種以上から選ばれる請求項５に記載の方
法。
【請求項１２】
　第二成分が、炭素原子数１乃至９のアルキル部を１個以上含むアルキル置換アンモニウ
ムハライドである請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　第二成分がトリメチルアミン塩酸塩を含んでいる請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　第二成分がアルキル置換イミダゾリウムハライドである請求項１１に記載の方法。
【請求項１５】
　第二成分が少なくとも１－エチル－３－メチル－イミダゾリウムクロリドを含んでいる
請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　第一成分が三塩化アルミニウムであり、そして第二成分がトリメチルアンモニウム塩酸
塩である請求項５に記載の方法。
【請求項１７】
　アルキル化反応およびプロピレンオリゴマー化の両方で用いる酸性イオン液体触媒が同
じである請求項５に記載の方法。
【請求項１８】
　アルキル化反応の酸性イオン液体触媒が、プロピレンオリゴマー化法の酸性イオン液体
触媒と異なる請求項５に記載の方法。
【請求項１９】
　アルキル化反応の酸性イオン液体触媒を再循環させる請求項１に記載の方法。
【請求項２０】
　アルキル化反応を連続法で行う請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヒドロキシル基を含まない芳香族化合物を、酸性イオン液体触媒の存在下で
オレフィンオリゴマーと反応させることにより、ヒドロキシル非含有芳香族化合物をアル
キル化する方法に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　芳香族炭化水素のアルキル化の触媒として、種々のルイス酸又はブレンステッド酸触媒
を用いることはよく知られている。代表的な市販の触媒としては、リン酸／多孔質けいそ
う土、ハロゲン化アルミニウム、三フッ化ホウ素、塩化アンチモン、塩化第二スズ、塩化
亜鉛、ポリ（フッ化水素）オニウム、フッ化水素、酸性イオン交換樹脂類、酸性粘土類、
合成又は天然ゼオライト類、および非晶質シリカ・アルミナなどの固体酸類を挙げること
ができる。プロピレンのような低分子量オレフィンによるアルキル化は、液相でも気相で
も実施することができる。Ｃ16+オレフィンのような高級オレフィンによるアルキル化で
は、液相でしばしばフッ化水素を存在させてアルキル化が行われる。高級オレフィンによ
るベンゼンのアルキル化は難しく、一般にフッ化水素処理を必要とする。そのような方法
は特許文献１に開示されていて、それも如何なる目的であれ参照内容として本明細書の記
載内容とする。
【０００３】
　フッ化水素のような酸の使用に伴う一つの問題は、これらの酸が極めて腐食性であり、
特別な取扱いおよび装置を必要とすることにある。また、これらの酸の使用が環境問題に
影響を及ぼす可能性もある。別の問題は、これらの酸の使用が生成物の厳密な化学組成と
いう点ではあまり望ましい制御をもたらさないことにある。
【０００４】
　特許文献２には、ブテン－１、ブテン－２およびイソ－ブテンのうちの一種以上を含む
オレフィン供給原料を、イオン液体と接触させることにより、オレフィン供給原料を重合
させることが開示されている。
【０００５】
　特許文献３には、芳香族炭化水素をイオン液体の存在下でオレフィンと反応させること
により、芳香族炭化水素をアルキル化する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第４５０３２７７号明細書、ハイムズ(Himes)、「芳香族炭化水
素アルキル化法におけるＨＦ再生(HF Regeneration in Aromatic Hydrocarbon Alkylatio
n Process)」
【特許文献２】米国特許第５３０４６１５号明細書、アンブラー(Ambler)、外
【特許文献３】米国特許第５９９４６０２号明細書、アブダル－サダ(Abdul-Sada)、外
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　フッ化水素のような酸の使用に伴う一つの問題は、これらの酸が極めて腐食性で、よっ
て特別な取扱いおよび装置を必要とすることにある。また、これらの酸の使用が環境問題
に影響を及ぼす可能性もある。別の問題は、これらの酸の使用が生成物の厳密な化学組成
という点ではあまり望ましい制御をもたらさないことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　最も広義の態様では、本発明は、少なくとも一種のモノオレフィン単量体を酸性イオン
液体触媒の存在下でオリゴマー化することにより製造された、炭素数が約Ｃ12乃至約Ｃ70

の範囲にあるオレフィンオリゴマーからアルキル置換基が誘導された、ヒドロキシル非含
有アルキル芳香族化合物にある。
【０００９】
　別の態様では、本発明は、ヒドロキシル基を含まない芳香族化合物をアルキル化する方
法であって、少なくとも一種のヒドロキシル非含有芳香族化合物を、酸性イオン液体触媒
の存在下で、少なくとも一種のオレフィンオリゴマーと反応させることを含む方法にある
。ただし、オレフィンオリゴマーは、炭素数が約Ｃ12乃至約Ｃ70の範囲にあり、かつ少な
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くとも一種のモノオレフィンを酸性イオン液体触媒の存在下でオリゴマー化することによ
り合成されたものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明により、ヒドロキシル基を含まない芳香族化合物を、酸性イオン液体触媒の存在
下でオレフィンオリゴマーと反応させることにより、ヒドロキシル非含有芳香族化合物を
アルキル化することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明には様々な変更や代替形態が可能であるが、本明細書では本発明の特定の態様に
ついて詳細に記述する。しかし、本明細書における特定の態様の記述は、本発明を開示す
る特定の形態に限定しようと意図するものではなく、むしろ反対に、本発明は、添付した
特許請求の範囲で規定した本発明の真意および範囲に含まれる全ての変更形、等価形およ
び代替形を包含することができることを理解されたい。
【００１２】
［定義］
　オレフィン類：「オレフィン類」は、多数の方法によって得られた、炭素－炭素二重結
合を１つ以上持つ不飽和脂肪族炭化水素の部類を意味する。「モノオレフィン」は、二重
結合を一つ持つオレフィンを意味する。アルファオレフィン類もオレフィン類の定義に含
まれる。
【００１３】
　アルファオレフィン類：「アルファオレフィン類」は、二重結合が第一炭素原子と第二
炭素原子の間にあるオレフィン類を意味し、とりわけ反応性が高い。例としては１－オク
テンおよび１－オクタデセンがあり、これらは生分解性が中位の界面活性剤の出発点とし
て使用されている。線状オレフィン類も分岐オレフィン類もオレフィン類の定義に含まれ
る。
【００１４】
　線状オレフィン類：「線状オレフィン類」としては、ノルマルアルファオレフィンおよ
び線状アルファオレフィンが挙げられ、鎖に炭素－炭素二重結合が少なくとも１つ存在す
る直鎖で分岐していない炭化水素であるオレフィン類を意味する。
【００１５】
　二重結合異性化線状オレフィン類：「二重結合異性化線状オレフィン類」は、炭素－炭
素二重結合が末端にない（すなわち、二重結合が鎖の第一炭素原子と第二炭素原子の間に
位置していない）オレフィンを、５％より多く含む線状オレフィンの部類を意味する。
【００１６】
　部分的に分岐した線状オレフィン類：「部分分岐線状オレフィン類」は、二重結合を含
む直鎖当り一個未満のアルキル分岐を含み、かつアルキル分岐がメチル又はそれ以上の基
であってよい線状オレフィンの部類を意味する。部分分岐線状オレフィン類には二重結合
異性化オレフィン類も含まれる。
【００１７】
　分岐オレフィン類：「分岐オレフィン類」は、二重結合を含む線状直鎖当り一個以上の
アルキル分岐を含み、かつアルキル分岐がメチル又はそれ以上の基であってよいオレフィ
ンの部類を意味する。
【００１８】
　ヒドロキシル非含有芳香族化合物：「ヒドロキシル非含有芳香族化合物」は、芳香環に
も何れの置換基（群）にもヒドロキシル基を含まない芳香族化合物を意味する。
【００１９】
　未置換芳香族化合物：「未置換化合物」は、芳香環（群）に置換基が結合していない芳
香族化合物を意味する。これらの化合物は、単環式でも、二環式でも、あるいは多環式で
もよい。そのような化合物の例としては、これらに限定されるものではないが、ベンゼン
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およびナフタレン等が挙げられる。
【００２０】
　一置換芳香族化合物：「一置換化合物」は、芳香環に１個の置換基が結合している芳香
族化合物を意味する。これらの化合物は、単環式でも、二環式でも、あるいは多環式でも
よい。そのような化合物の例としては、これらに限定されるものではないが、次の置換基
のうちの一個を持つ芳香族化合物が挙げられる：－ＯＲ、－Ｒ、－Ｘ、－ＮＨ2、－ＮＨ
Ｒまたは－ＮＲ2等（ただし、Ｒはアルキル基であり、そしてＸはハライドである）。
【００２１】
　二置換芳香族化合物：「二置換化合物」は、芳香環（群）に二個の置換基が結合してい
る芳香族化合物を意味する。芳香族化合物は、単環式でも、二環式でも、あるいは多環式
でもよい。そのような化合物の例としては、これらに限定されるものではないが、次の中
から選ばれた二個の置換基を持つ芳香族化合物が挙げられる：－ＯＲ、－Ｒ、－Ｘ、－Ｎ
Ｈ2、－ＮＨＲまたは－ＮＲ2等（ただし、Ｒはアルキル基であり、そしてＸはハライドで
ある）。
【００２２】
　ブレンステッド酸：「ブレンステッド酸」は、プロトンを放出する物質と定義されてい
るローリイ・ブレンステッド酸を意味する。この酸の強度はそのプロトンを放出しやすい
傾向に依存する。容易にプロトンを放出する物質は一般に強い酸である。硫酸や塩酸は強
いブレンステッド酸の例である。
【００２３】
　本発明の一態様は、アルキル化芳香族化合物の製造方法であって、少なくとも一種の芳
香族化合物を、分子量が約１６０乃至約８５０で、かつ酸性イオン液体触媒の存在下でオ
レフィンをオリゴマー化することで合成したオレフィンオリゴマーと、反応させることを
含む方法である。
【００２４】
［芳香族化合物］
　本発明のアルキル化反応には、少なくとも一種のヒドロキシル非含有芳香族化合物を使
用することができる。つまり、芳香族化合物は、芳香環に直接結合するヒドロキシル基を
含まず、また芳香環に結合した置換基の何れにもヒドロキシル基を含んでいない。少なく
とも一種の芳香族化合物は、単環式芳香族炭化水素のうちの少なくとも一種、例えばベン
ゼン、トルエン、キシレン－異性体全て（すなわち、メタ－、オルト－及びパラ－）を含
む、クメンまたはそれらの混合物を含んでいることが好ましい。また、少なくとも一種の
芳香族化合物は、ナフタレンのような二環式及び多環式芳香族化合物も含んでいてもよい
。
【００２５】
　芳香族化合物は、未置換芳香族化合物であっても、一置換化合物であっても、および／
または二置換化合物であってもよい。
【００２６】
（芳香族化合物源）
　本発明に用いられる少なくとも一種の芳香族化合物は、当該分野でよく知られている方
法により製造される。
【００２７】
［オレフィンオリゴマー］
　本発明に用いられるオレフィンオリゴマーは、低分子量のモノオレフィン単量体を、酸
性イオン液体の存在下で反応させることにより合成することができる。オレフィンオリゴ
マーの炭素数は約Ｃ12－Ｃ70の範囲にある。オレフィンオリゴマーはプロピレンオリゴマ
ーであることが好ましい。
【００２８】
（モノオレフィン単量体）
　本発明に用いられる低分子量モノオレフィン単量体は、線状の、異性化線状の、分岐し
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た、または部分分岐した線状のオレフィン類、もしくはそれらの混合物であってよい。
【００２９】
　モノオレフィン類は、様々な原料から誘導することができる。そのような原料としては
、ノルマルアルファオレフィン法またはオレフィンメタセシス法によるノルマルアルファ
オレフィン類が挙げられる。オレフィンを誘導することができる別の原料としては、石油
またはフィッシャー・トロプシュ・ワックスの分解によるものがある。フィッシャー・ト
ロプシュ・ワックスは分解前に水素化処理されていてもよい。他の市販原料としては、パ
ラフィン脱水素法やメタノール－オレフィン法（メタノール分解装置）等により誘導され
たオレフィン類が挙げられる。別のオレフィン原料は、流動接触分解（ＦＣＣ）装置によ
り誘導されたものなどの精製オレフィン類であってもよい。別のオレフィン原料は、フィ
ッシャー・トロプシュ合成法により誘導されたものであってもよい。
【００３０】
　また、モノオレフィン類は、基が酸性イオン液体触媒と反応しない限り、カルボン酸基
およびヘテロ原子など他の官能基で置換されていてもよい。
【００３１】
（異性化ノルマルアルファオレフィン単量体）
　本発明の一態様では、用いるモノオレフィンはノルマルアルファオレフィンである。ノ
ルマルアルファオレフィンは、二種類の酸性触媒のうちの少なくとも一種、固体でも液体
であってもよい、を用いて異性化することができる。固体触媒は、少なくとも一種の金属
酸化物を含み、平均孔径が５．５オングストローム未満であることが好ましい。より好ま
しくは、固体触媒は一次元の細孔組織を持つ分子ふるいであり、例えばＳＭ－３、ＭＡＰ
Ｏ－１１、ＳＡＰＯ－１１、ＳＳＺ－３２、ＺＳＭ－２３、ＭＡＰＯ－３９、ＳＡＰＯ－
３９、ＺＳＭ－２２、またはＳＳＺ－２０がある。異性化に使用できる他の可能な酸性固
体触媒としては、ＺＳＭ－３５、ＳＵＺ－４、ＮＵ－２３、ＮＵ－８７、および天然又は
合成フェリエライト類を挙げることができる。これらの分子ふるいは、当該分野でよく知
られていて、ローズマリー・ゾスタク(Rosemarie Szostak)著、「分子ふるい便覧(Handbo
ok of Molecular Sieves)」（ニューヨーク、バン・ノストランド・ラインホルド(Van No
strand Reinhold)、１９９２年）にも記述されていて、それも如何なる目的であれ参照内
容として本明細書の記載内容とする。使用することができる異性化触媒の液体種は、ペン
タカルボニル鉄（Ｆｅ（ＣＯ）5）である。
【００３２】
　ノルマルアルファオレフィン類の異性化法は、バッチ式でも連続式でも実施することが
できる。工程温度は約５０℃乃至約２５０℃の範囲であってよい。バッチ式で使用される
代表的な方法は、所望の反応温度に加熱できる撹拌可能なオートクレーブ又はガラスフラ
スコである。連続法は固定床法で最も効率良く実施される。固定床法の空間速度は、０．
１乃至１０毎時質量空間速度又はそれ以上の範囲にあってよい。
【００３３】
　固定床法では、異性化触媒を反応器に充填し、少なくとも１５０℃の温度で、減圧でま
たは乾燥した不活性ガスを流しながら活性化又は乾燥する。活性化後、異性化触媒の温度
を所望の反応温度に調節し、そしてオレフィン流を反応器に導入する。部分分岐した異性
化オレフィンを含む反応器からの流出液を収集する。得られた部分分岐異性化オレフィン
は、所望のオレフィン分布と分岐度を得るために非異性化オレフィンおよび条件を選択し
たのとは異なった、オレフィン分布（すなわち、アルファオレフィン、ベータオレフィン
；内部オレフィン、三置換オレフィン、およびビニリデンオレフィン）と分岐含量を有す
る。
【００３４】
　モノオレフィン単量体は、プロピレン、ブテン、イソブチレン、ペンテンまたはそれら
の混合物であることが好ましい。より好ましくは、モノオレフィン単量体はプロピレンで
ある。一般に、モノオレフィン単量体の炭素数は約Ｃ2－Ｃ10の範囲にある。好ましくは
、モノオレフィン単量体の炭素数は約Ｃ3－Ｃ5の範囲にある。
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【００３５】
［酸性イオン液体触媒］
　酸性イオン液体触媒は、錯体を生成させる少なくとも二つの成分から構成される。アル
キル化反応またはオレフィンオリゴマー化法の何れかにおける酸性イオン液体触媒は独立
に、第一成分と第二成分を含んでいる。触媒の第一成分は一般に、第１３族金属のルイス
酸化合物などの成分から選ばれたルイス酸化合物を含んでいて、ハロゲン化アルミニウム
、ハロゲン化アルキルアルミニウム、ハロゲン化ガリウムおよびハロゲン化アルキルガリ
ウムが挙げられる（国際純正および応用化学連合（ＩＵＰＡＣ）、第三バージョン、２０
０５年１０月、周期表第１３族金属参照）。第１３族金属のルイス酸化合物以外の他のル
イス酸化合物も使用することができる。第一成分として特に好ましいのは、ハロゲン化ア
ルミニウムまたはハロゲン化アルキルアルミニウムである。とりわけ三塩化アルミニウム
は、本発明の実施に使用できる触媒を製造するための第一成分として用いることができる
。
【００３６】
　イオン液体触媒を作る第二成分は、有機塩または塩の混合物である。これらの塩の特徴
は、一般式：Ｑ+Ａ-（ただし、Ｑ+はアンモニウム、ホスホニウム、ボロニウム、ヨード
ニウム又はスルホニウムカチオンであり、そしてＡ-は負の荷電イオン、例えばＣｌ-、Ｂ
ｒ-、ＣｌＯ4

-、ＮＯ3
-、ＢＦ4

-、ＢＣｌ4
-、ＰＦ6

-、ＳｂＦ6
-、ＡｌＣｌ4

-、ＡｒＦ6
-

、ＴａＦ6
-、ＣｕＣｌ2

-、ＦｅＣｌ3
-、ＳＯ3ＣＦ3

-、ＳＯ3Ｃ7
-、および３－スルファト

リオキシフェニルである）にある。第二成分として用いるのに好ましいのは、炭素原子数
約１－約９のアルキル部を一個以上含む第四級アンモニウムハライド類、例えばトリメチ
ルアミン塩酸塩、メチルトリブチルアンモニウム、および１－ブチルピリジニウム、また
は炭化水素置換イミダゾリウムハライド、例えば１－エチル－３－メチル－イミダゾリウ
ムクロリドである。
【００３７】
　第一成分の存在が、イオン液体にルイス又はフランクリン酸特性を与えることになる。
一般に、第一成分対第二成分のモル比が大きくなるほど、イオン液体混合物の酸度も高く
なる。酸性イオン液体触媒の第一成分および第二成分としてそれぞれ、三塩化アルミニウ
ムとトリメチルアミン塩酸塩を用いるとき、約１：１より大きく約２：１までのモル比で
存在することが好ましい。
【００３８】
　任意に、酸性イオン液体触媒は、第三成分を含んでいてもよい。第三成分はブレンステ
ッド酸であることが好ましい。ブレンステッド酸には、塩酸（ＨＣｌ）、臭化水素酸（Ｈ
Ｂｒ）、トリフルオロメタンスルホン酸、安息香酸、パラ－トルエンスルホン酸、および
硫酸等が含まれる。
【００３９】
［オレフィンオリゴマーの製造］
　本発明に用いられるオレフィンオリゴマーは、低分子量モノオレフィン単量体を酸性イ
オン液体の存在下でオリゴマー化することにより合成される。オレフィンオリゴマーは、
プロピレンオリゴマー、ブテンオリゴマー、イソブチレンオリゴマー、ペンテンオリゴマ
ーおよびそれらの混合物から選ばれることが好ましい。好ましくはオレフィンオリゴマー
は、プロピレンまたはイソプロピレンを酸性イオン液体の存在下でオリゴマー化すること
により合成されたプロピレンオリゴマーである。オレフィンオリゴマーの炭素数は、約１
２－約６０の範囲にあることが好ましい。
【００４０】
　オレフィンオリゴマーは、前述したように、連続式、バッチ式または準バッチ式反応法
で、約－２０℃乃至約１００℃および大気圧乃至約１００ｐｓｉｇの圧力で、モノオレフ
ィン単量体を酸性イオン液体触媒と反応させることにより製造することができる。これら
の工程条件は限定的なものではない。オレフィンのオリゴマー化における工程条件の最適
化も本発明の範囲内にある。
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【００４１】
［アルキル化芳香族化合物の製造方法］
　芳香族化合物又は芳香族化合物の混合物を含む炭化水素供給物、オレフィンオリゴマー
および酸性イオン液体触媒を、撹拌し続けている反応域に導入することによりアルキル化
法を実施する。アルキル化法に用いられる酸性イオン液体触媒は、オレフィンオリゴマー
化法に用いられる酸性イオン液体触媒と同じであっても同じでなくてもよい。得られた反
応混合物は芳香族化合物、オレフィンオリゴマーおよび酸性イオン液体を含んでいるが、
これを、オレフィンから芳香族アルキレートへの実質的な変換（すなわち、少なくとも８
０モル％のオレフィンが反応していること）を可能にするほど充分な時間、アルキル化条
件の下でアルキル化域に保持する。所望の時間ののち、アルキル化域から反応混合物を取
り出して液－液分離器に送り、酸性イオン液体触媒から炭化水素生成物を分離する。酸性
イオン液体触媒を、閉ループサイクルで反応器に再循環させてもよい。炭化水素生成物を
更に処理して、余分な未反応芳香族化合物と任意にオレフィン化合物を、所望のアルキレ
ート生成物から取り除く。余分な芳香族化合物も反応器に再循環させる。
【００４２】
　反応器域ではいろいろな種類の反応器構成を使用することができる。これらとしては、
以下に限定されるものではないが、バッチ式及び連続式撹拌タンク形反応器、反応器上昇
管構成、沸騰床反応器、および当該分野でよく知られている他の反応器構成を挙げること
ができる。そのような多くの反応器が当該分野の熟練者に知られていて、アルキル化反応
に適している。撹拌は、アルキル化反応では重要であり、じゃま板付き又は無しの回転羽
根車、静的混合機、上昇管内での動的混合、あるいは当該分野でよく知られているその他
任意の撹拌装置により供することができる。
【００４３】
　アルキル化法は、約－１０℃乃至約１００℃の温度で実施することができる。供給成分
の実質部分が液相に留るほど充分な圧力でこの方法を実施する。一般には、供給物および
生成物を液相に維持するには０乃至１０００ｐｓｉｇの圧力で充分である。
【００４４】
　少なくとも一種の芳香族化合物又は芳香族化合物の混合物とオレフィンオリゴマーとを
、別々に反応域に注入してもよいし、あるいは注入に先立って混合してもよい。単一反応
域を使用しても複数反応域を使用してもよく、芳香族化合物とオレフィンオリゴマーを反
応域の一箇所、数箇所又は全箇所に注入してもよい。反応域を同じ工程条件で維持する必
要はない。
【００４５】
　芳香族化合物とオレフィンオリゴマーの充填モル比は、約０．５：１乃至１００：１の
範囲にあってよい。
【００４６】
　アルキル化法はバッチ法でも連続法でも実施することができる。酸性イオン液体触媒を
連続法で用いてもバッチ法で用いても、再循環させることができる。
【００４７】
　オレフィンオリゴマー化法とアルキル化法を、連続配置された二つの別々の反応器内で
行うこともできる。第一反応器内で、前述した方法工程に従ってオレフィンオリゴマー化
を行う。次に、オレフィンオリゴマー化生成物を第二反応器に送って、そこで上述した方
法工程に従ってアルキル化法を行う。
【００４８】
　オレフィンオリゴマーを製造するのに用いた触媒（群）およびアルキル化法の触媒（群
）を、再循環させることができる。
【００４９】
　上述したオレフィンオリゴマー化及びアルキル化反応の生成物が、本発明のヒドロキシ
ルを含まないアルキル化芳香族化合物である。
【００５０】
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　従って、本発明の別の態様は、少なくとも一種のモノオレフィン単量体を酸性イオン液
体触媒の存在下でオリゴマー化することにより製造された、炭素数が約Ｃ12乃至Ｃ70の範
囲にあるオレフィンオリゴマーから、アルキル置換基が誘導された、ヒドロキシル非含有
アルキル化芳香族化合物にある。
【００５１】
　その他の態様も当該分野の熟練者には明らかであろう。
【００５２】
　以下の実施例は、本発明の特定の態様を説明するために提示するのであって、決して本
発明の範囲を限定するものとみなすべきではない。
【実施例】
【００５３】
［実施例１］　トリメチルトリブチルアンモニウムクロロアルミン酸塩イオン液体触媒の
製造
　無水三塩化アルミニウムおよびメチルトリブチルアンモニウムクロリドを、減圧下、１
００℃で一晩乾燥した。
【００５４】
　乾燥室内でイオン液体触媒の製造を行った。メチルトリブチルアンモニウムクロリド５
５０．６グラムを、電磁撹拌子を備えたビーカーに入れた。無水塩化アンモニウム６２２
．７グラムを第二のビーカーに入れた。電磁撹拌子を活動させながら、メチルトリブチル
アンモニウムクロリドのビーカーに固体塩化アルミニウムを少量ずつ穏やかに加えた。塩
化アルミニウムを添加するにつれて、反応熱が生じ、反応混合物は「ペースト状」になり
始め、そののち一部が液体になり始めた。塩化アルミニウムの添加速度を遅くして、ビー
カーの温度上昇をやわらげた。塩化アルミニウムを更に添加すると、液体が更に生じて、
実際に反応混合物は自由に動き出した。三塩化アルミニウムの全量を添加した後、反応混
合物を周囲温度まで放冷し、そして一晩撹拌した。翌朝、反応混合物を、１３０℃で乾燥
したガラスろ過器でろ過した。ろ過した最終イオン液体触媒を窒素中でガラスびんに保管
した。
【００５５】
［実施例１ａ］　トリメチルアンモニウムクロロアルミン酸塩イオン液体触媒の製造
　機械撹拌機、温度計および水冷還流冷却器を取り付けた１０００ｍＬの乾燥した三つ口
丸底ガラスフラスコに、トリメチルアンモニウム塩酸塩６７．２グラム（０．７モル）を
入れた。塩酸塩を減圧下（４００ｍｍＨｇ）で約１５時間１０５℃に加熱した後、窒素雰
囲気中で室温まで冷却した。撹拌しながら、フラスコの温度を１３５℃に上げながら、塩
酸塩に三塩化アルミニウム１８７．８グラム（１．４モル）を少量ずつ、窒素中で約２５
分かけて加えた。次に、フラスコの内容物を７０℃に加熱し、１時間４５分撹拌し、その
のち窒素中で室温まで冷却した。生成物の液体トリメチルアンモニウムクロロアルミン酸
塩イオン液体を、使用するまで窒素中で保存した。
【００５６】
［実施例２］　プロピレンオリゴマーの製造
　８００ｍＬオートクレーブを窒素でパージした。実施例１ａで製造したイオン液体触媒
３０ｍＬ、およびヘキサン２０ｍＬを、注射器でオートクレーブに入れた。次に、オート
クレーブを約３０乃至約６０秒間排気して、オートクレーブ内の窒素を除去した。次いで
、オートクレーブを撹拌しながら、約０℃乃至約９０℃の温度で平衡にした。プロピレン
ガスを約５０ｐｓｉｇの圧力まで加え、反応時間中５０ｐｓｉｇで維持した。反応を約１
時間乃至約６時間行った。次に、オートクレーブへのプロピレン供給を中止し、発熱及び
／又は冷却体を取り除いた。その後、オートクレーブを大気圧にして開放した。イオン液
体触媒から炭化水素層をデカントした。次いで、イオン液体触媒層をヘキサンで洗い、ヘ
キサン層を反応器から集めた炭化水素と一緒にした。次に、炭化水素層を水とかき混ぜて
、あらゆる微量のイオン液体触媒を取り除いた。そののち、炭化水素層を水から分離し、
硫酸マグネシウム（ＭｇＳＯ4）で乾燥した。６０℃で回転式蒸発を行って如何なる揮発
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物質も除去することにより、集めた炭化水素層からプロピレンオリゴマー生成物を単離し
た。
【００５７】
［実施例２ａ］　連続流式反応器でのイオン液体によるプロピレンのオリゴマー化
　底部のガラスガス注入口、電磁撹拌子および針状ガス抜きを備えた清浄で乾燥したおよ
そ８０ｍＬのガラス反応器を、電磁撹拌式熱板で加熱した、温度計を備えた湯浴に入れた
。反応器に、実施例１ａのイオン液体およそ１０ｍｌ、次いでヘキサンおよそ２５ｍＬを
充填した。湯浴を氷で０から７℃の間で冷却し、そしてガス注入口からプロピレンガスを
導入して、およそ１．０リットル／分でおよそ７時間にわたってイオン液体に吹き込み、
その間湯浴を４０から５１℃で維持した。
【００５８】
　プロピレンガス流を止め、そしてヘキサンおよそ４０ｍＬを反応器に加えた。次に、反
応器の内容物を分液漏斗に移し、そして氷およそ１０ｇを分液漏斗に加えた。有機層を水
で洗い、無水ＭｇＳＯ4にて乾燥し、ろ過し、そしてヘキサンを減圧下（およそ２０ｍｍ
Ｈｇ）、８０℃で蒸留してオリゴマー化したプロピレンを得た。この反応を４回繰り返し
、そして各回のオリゴマー化プロピレン生成物を一緒にして、およそ２６０ｇのオリゴマ
ー化プロピレンが生じた：ゲルろ過クロマトグラフィー多角光散乱（ＭＡＬＳ）分析では
、ＭＷn＝７６９、ＤＩ＝１．５１。
【００５９】
［実施例２ｂ］　連続撹拌流式反応器でのイオン液体触媒によるプロピレンのオリゴマー
化
　底部排水弁を備え、かつ櫂形機械撹拌機、温度計、反応器底部のガラス注入口および針
状ガス抜きを設けた水冷冷却器を取り付けた清浄で乾燥したおよそ１リットルのジャケッ
ト付きガラス反応器に、実施例１ａのイオン液体触媒およそ１３０グラム、およびヘキサ
ンおよそ１００ｍＬを入れた。撹拌機を高速度で動かし、反応器を１０－１６℃に冷却し
、そしてガス分散管からプロピレンガスをおよそ１リットル／分でおよそ１時間、次いで
０．４～０．６リットル／分に下げておよそ７時間導入し、その間反応器温度を２３～３
６℃で維持した。プロピレン流を止め、撹拌機を止め、そして反応器からイオン液体触媒
を排出させた。およそ２４時間後の翌日、イオン液体触媒を反応器に戻し、撹拌機を始動
させ、そして反応器温度を２６から５２℃で維持しながら、ガス分散管からプロピレンガ
スを０．４～０．６リットル／分でおよそ８時間導入した。一連のプロピレンガスの停止
、イオン液体触媒の排出およびおよそ２４時間後の反応の再開を２回繰り返し、そののち
反応器からイオン液体触媒を排出させ、有機層を単離して水で洗い、無水ＭｇＳＯ4で乾
燥し、ろ過し、そしてヘキサンを減圧下（およそ２０ｍｍＨｇ、８０℃）で蒸留して、オ
リゴマー化したプロピレンおよそ５００グラムを得た。ゲルろ過クロマトグラフィー多角
光散乱（ＭＡＬＳ）分析によれば、ＭＷn＝９１７、ＤＩ＝１．３４であった。
【００６０】
［実施例２ｃ］　連続撹拌流式反応器でのイオン液体触媒によるプロピレンのオリゴマー
化
　緩やかな撹拌速度を利用し、そしてプロピレンガスを０．２～０．４Ｌ／分でおよそ５
２時間にわたって連続して導入したこと以外は、実施例２ｂで用いた反応器構成を使用し
た。反応器から実施例１ａのイオン液体触媒を排出させ、有機層を単離して水で洗い、無
水ＭｇＳＯ4で乾燥し、ろ過し、そしてヘキサンを減圧下（およそ２０ｍｍＨｇ、８０℃
）で蒸留して、オリゴマー化したプロピレンおよそ４６０グラムが生成した。ゲルろ過ク
ロマトグラフィー多角光散乱（ＭＡＬＳ）分析によれば、ＭＷn＝６５０、ＤＩ＝１．３
７であった。
【００６１】
［実施例３］　イオン液体触媒を用いた、オリゴマー化プロピレンによるトルエンのアル
キル化
　機械撹拌機、温度計および水冷還流冷却器を取り付けた１００ｍＬの乾燥三つ口丸底ガ
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ラスフラスコに、窒素中でトルエン１７．５グラム（０．１８９モル）、次いでＭＷn＝
９１７で実施例２ｂの方法に従って製造したオリゴマー化プロピレン２０．０グラムを入
れた。この撹拌中の混合物に、実施例１ａの方法に従って製造したメチル－トリ－ｎ－ブ
チルアンモニウムアルミン酸塩イオン液体およそ２．０グラムを、室温で注射器により一
度に加えた。反応混合物の温度は、５分以内に５９℃まで上昇した。次に、反応生成物を
およそ５０グラムの氷に注ぎ、水で洗い、無水ＭｇＳＯ4で乾燥し、ろ過し、そして余分
なトルエンを減圧下（およそ２０ｍｍＨｇ、８０℃）で蒸留して、黄色油が生成した。こ
の油の赤外スペクトルは、７０５、７２７、７５６、７８３及び８１５ｃｍ（－１）に弱
いバンドを示したが、それはトルエンの芳香環における複数の置換を表し、また１４６３
及び１３７８ｃｍ（－１）に強いバンドを示したが、それはポリプロピレンを表している
。質量分析（温度を－４０乃至５００℃でプログラムできるプローブ注入口を持つ、正の
飛行時間型電界イオン化質量分析）による生成物の分析は、油が、正確な質量で分子量約
２００乃至９００の範囲、ピーク分子量２６０付近のオリゴマー化プロピレントルエンア
ルキレート（およそ９５％）と、未反応オリゴマー化プロピレンおよびパラフィン（およ
そ５％）との混合物からなることを示した。
【００６２】
［実施例４］　イオン液体触媒を用いた、オリゴマー化プロピレンによるオルト－キシレ
ンのアルキル化
　トルエンの代わりにｏ－キシレン２０．１グラム（０．１９０モル）を用いたこと以外
は、実施例３の方法と同じ方法で、イオン液体触媒を用いた、オルト－キシレンオリゴマ
ー化プロピレンアルキレートの製造を行った。反応物の温度は３１℃まで上昇し、そして
余分なｏ－キシレンを取り除いて黄色油が生成した。この油の赤外スペクトルは、芳香環
の１，２，４置換に特有の約８１７及び８８０ｃｍ-1に弱いバンドを示し、またポリプロ
ピレンを表す１４６３及び１３７８ｃｍ-1に強いバンドを示した。質量分析（温度を－４
０乃至５００℃でプログラムできるプローブ注入口を持つ、正の飛行時間型電界イオン化
質量分析）による生成物の分析は、油が、正確な質量で分子量約２００乃至６００の範囲
、ピーク分子量３３０付近のオリゴマー化プロピレンキシレンアルキレート（およそ９５
％）と、未反応オリゴマー化プロピレンおよび炭化水素（およそ５％）との混合物からな
ることを示した。
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